
 

『月次支援金の補足ＱＡ 詳細資料に加え６１項目掲載』 
 

 中小企業庁は、緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る「月次支援金」の詳細

について、６月１１日時点版として説明資料を発表しているが、更に補足ＱＡを、６月１６日時点での資料

として追加掲載している。項目は「分類」「質問」「回答」の形で６１項目掲載され、分類の内訳は「申請：３

件」「対象（飲食一般）：２件」「対象（人流一般）：１２件」「対象（協力金）：８件」「事業収入：７件」「申請書

類：６件」「事前確認：５件」「登録確認機関向け：１４件」「その他：４件」となっている。例えば内容は、○申

請：一時支援金または月次支援金にて不給付となったが、月次支援金の申請はでき

ますか○対象（人流一般）：個人顧客との取引が期待できないことから、自主的に休業

している事業者も給付対象になりますか○事業収入：売上計上基準の変更や顧客と

の取引時期の調整により、２０２１年の対象月の売上が減少している場合は給付対象

になりますか○対象（協力金）：休業・時短要請を受けていないが、臨交金を用いた協

力金の支給対象となっている事業者は給付対象となりますか○登録確認機関向け：

会員や顧問先、事業性の与信取引先ではない事業者からの事前確認の依頼があっ

た際に、お断りしてもよいでしょうか、など。 

 

 

 『事業再構築補助金採択結果 通常枠の採択率は３割以下』 

 
 経済産業省はこのほど、令和２年度第３次補正予算「事業再構築補助金」の第１回公募の採択結果を

相次いで公表した。「緊急事態宣言特別枠」については、申請受付締切りである５月７日までに５，１８１

者の応募があり、２，８６６者が採択された。一方、「通常枠• 卒業枠• グローバルⅤ字回復」については、

同様の期日で１７，０５０者の応募があり、５，１５０者の採択が決定された。内訳は〈通常枠〉応募が１６，９

６８社で、採択数は５，１０４者。〈卒業枠〉は８０者で採択数は４５者。〈グローバルⅤ字回復枠〉は採択１者

となった。業種的には製造業、宿泊業・飲食サービス業、卸売・小売業が多く、この３

業種で全体の約６割を占めているが、その他の業種についても幅広い業種で応

募・採択されている。採択金額は１，５００万円単位で分析すると、１００～１,５００万円

が最も多く、全体の４割以上を占めている。次いで４，５００万円以上が約３割程度と

なっている。認定支援機関別の応募状況は、金融機関が約８，１００社で最も多く、次

いで税理士関係が約５，６００社、商工会・商工会議所が約３，５００社程度となってい

る。中小企業診断士、民間コンサル、地銀などの金融機関の採択率が高い傾向に

ある。第２回公募締切は７月２日。 
 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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